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開催日：平成２８年１０月１３日 

会場：日本学術会議 講堂 

 

主催：日本学術会議 材料工学委員会 材料工学ロードマップのローリング分科会 

共催：日本鉄鋼協会、日本金属学会、資源・素材学会、高分子学会、日本セラミックス協会、 

日本建築学会、土木学会、材料連合協議会 

 

 



シンポジウム「社会インフラ、グリーン・エネルギー分野における材料工学の展望」 

 

開催日：平成28年10月13日（木）、開催場所：日本学術会議講堂 

主催：日本学術会議 材料工学委員会 材料工学ロードマップのローリング分科会 

共催：日本鉄鋼協会、日本金属学会、資源・素材学会、高分子学会、日本セラミックス協会、 

日本建築学会、土木学会、材料連合協議会 

 

開催趣旨 

材料工学委員会では平成26年に材料工学のコアである材料リテラシー学、材料システム工学、材料プロセス

工学と、材料工学のツールである材料解析・診断学、材料ゲノム工学、理論・計算材料工学、および、応用材料

工学である社会インフラ材料学、デバイス材料学、グリーン・エネルギー材料学、医療・バイオ材料学の夢ロー

ドマップを作成した。また、平成27年度からはそのうち、主として構造用材料が対象となる社会インフラ材料

学、グリーン・エネルギー材料学についてロードマップのローリングを進めてきている。このシンポジウムで

は、その全貌を中間報告するとともに、材料の適用対象とするサイドの状況を御専門の先生方からご講演頂き、

参加者間の積極的な意見交換により、この分野での材料工学を展望し、ローリングをブラッシュアップさせた

い。 

 

司会：材料工学ロードマップのローリング分科会副委員長 長井 寿 

 

13:00-13:05 開催の挨拶：材料工学ロードマップのローリング分科会委員長 松宮 徹 

13:05-13:45  「土木・建築構造物を中心とした防災・減災の現状と将来」 

千葉工業大学工学部建築都市環境学科 教授 

（日本学術会議連携会員） 田村和夫 

13:45-14:25 「水素の利用と供給の現状と将来」東京理科大学大学院イノベーション研究科 教授 

               一橋大学名誉教授、東京大学名誉教授 （日本学術会議連携会員） 橘川武郎 

14:25-15:05 「福島第一原子力発電所の廃炉技術の現状と課題」 

東京大学大学院工学研究科原子力国際専攻 特任教授 鈴木俊一 

 

15:05-15:15 休憩 

 

15:15-15:55 「低炭素社会・循環型社会と資源効率性」東京大学大学院工学系研究科都市工学専攻 教授 

（日本学術会議連携会員） 森口祐一 

15:55-16:25 「社会インフラ材料学のロードマップ」物質・材料研究機構構造材料研究拠点 副拠点長 

（日本学術会議連携会員） 御手洗容子 

16:25-16:55 「グリーン・エネルギー材料学のロードマップ」九州大学大学院工学研究院材料科学部門 教授 

（日本学術会議連携会員） 尾崎由紀子 

16:55-17:00 閉会の挨拶：材料工学委員会委員長 吉田豊信 
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2016.10.13／日本学術会議講堂（東京都港区）
日本学術会議材料工学委員会材料工学ロードマップのローリング分科会主催
シンポジウム「社会インフラ、グリーン・エネルギー分野における材料工学の展望」

水素の利用と供給の現状と将来

橘川武郎（きっかわ たけお）
東京理科大学大学院イノベーション研究科教授

東京大学・一橋大学名誉教授
日本学術会議連携会員
kikkawa09@gmail.com
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2014年、山が動き始めた

・４月：「エネルギー基本計画」
＊「将来の二次エネルギーの中心的役割を担うことが期待される」

・6月：国「水素・燃料電池戦略ロードマップ」
＊2010年代半ばからのフェーズ1：

水素利用の飛躍的拡大／燃料電池の社会への本格的実装
＊2020年代半ばからのフェーズ2：

水素発電の本格導入／大規模な水素供給システムの確立
＊2040年代からのフェーズ3：

トータルでのCO2フリー水素供給システムの確立

・11月：東京都と各企業が具体的な動き
＊東京オリンピック・パラリンピックを機に水素社会をめざす具体的施策を発表
＊トヨタ・ホンダが量産型燃料電池車（FCV）を市販化
＊岩谷産業とJX日鉱日石エネルギーがステーションでの水素販売価格を公表
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なぜ、水素なのか？

（1）地球にやさしい：利用時に二酸化炭素（CO2）を排出しない
＊ただし、生成時にCO2を排出することもある
＊再生可能エネルギーによる生成が理想的

（2）省エネに貢献：燃料電池はエネルギー効率が高い
＊水素と酸素の電気化学反応のため発電効率が高い
＊家庭用等の定置型：熱と電気の有効利用

（3）非常時に強い：分散型電源としての燃料電池の防災機能

（4）日本の技術力を活かせる：経済的波及効果が大きい
＊燃料電池の特許出願件数で2位を大きく引き離して世界1
＊水素タンクの技術でも世界をリード
＊家庭用燃料電池、燃料電池車の実用化で世界の先頭を切る

（5）エネルギーのあり方を変える：他のエネルギーを活かす
＊様々な製造方法
＊エネルギーを運ぶ手段にもなりえる

4

水素社会の実現に向けた東京戦略会議

（1）水素ステーションの整備
＊2020年までに35ヵ所（車での到達時間15分）
＊2025年までに80ヵ所（車での到達時間10分）

（2）燃料電池車・バスの普及
＊燃料電池車：2020年まで6000台、2025年までに10万台
＊燃料電池バス：2020年までに100台以上の導入（都バスで先導的に導入）

（3）家庭用燃料電池や業務・産業用燃料電池の普及
＊家庭用燃料電池：2020年まで15万台、2030年までに100万台
＊業務・産業用燃料電池：2017年高効率モデルの市場投入、2020年以降本格普及

（4）安定的な燃料供給：経済的波及効果が大きい
＊燃料電池車・バス向け：2020年までにハイブリッド車の燃料代と同等以下の水素燃料価格
＊水素発電向け：海外からの水素価格（プラント引渡価格）30円／N㎥を実現

（5）社会的受容性の向上
＊水素の安全性やリスクに関する情報を提供する環境の整備
＊水素エネルギーの認知度の向上
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「なぜ、東京なのか？」→
「なぜ、地方なのか？」

（1）絶好の機会＝東京オリンピック・パラリンピック
＊「水素社会の実現」をレガシーに
＊「せーの」で立ち上げることの重要性
＊「水素社会の実現に向けた東京戦略会議」のユニークさ

（2）ワン・ストップ機能
＊中央政府の「縦割り行政」
＊海外の先進例も自治体レベルでの取組が重要

（3）国をリードするDNA
＊公害の上乗せ規制
＊CO2排出規制におけるキャップ

（2）／（3）→「なぜ、地方なのか？」の理由
＊再生可能エネルギーと水素との結合にこそ意味がある
＊水素利用はコミュニティ・ベースでこそ進む
＊「特区」の経験・可能性

6

日本政府策定の新エネルギーミックス

・電力需要：9666億kWh（2013）→9808億kWh （2030）
年率1.7％の経済成長、対策前比17％の省エネルギー
・電源構成：A＝2001～10平均、B＝2030

A：原子力27％、再生エネ11％、LNG27％、石炭24％、石油12％
B：原子力20～22％、再生エネ22～24％、LNG27％、石炭26％、石油3％

・１次エネルギー供給：3.61億kl（2013）→3.26億kl（2030）
年率1.7％の経済成長、対策前比13％の省エネルギー
・１次エネルギー構成：A＝2013、B＝2030

A：原子力0.4％、再生エネ8％、天然ガス24％、石炭25％、石油40％、LPG3％
B：原子力10～11％、再生エネ13～14％、天然ガス19％、石炭25％、石油30％、

LPG3％

・温室効果ガス削減目標：2030年に2013年度比26％削減
エネルギー起源CO2 21％、その他温室効果ガス2％、吸収源対策3％

・2013年基準の問題点：①原子力ほぼゼロ、②欧州を上回る外見
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2030年の電源ミックス
・S＋３Eの確保が大原則：相互に矛盾するのでバランスが重要
・それぞれのポイント
①safety：原発のリプレース
①economy：火力（電源の56％）、化石燃料（1次エネルギーの76％）の燃料費削減
ベースロード電源60％（原子力、石炭、水力、地熱、LNG）

②environment：高効率石炭火力の海外展開
ゼロエミッション電源45％（再生エネ、原子力）

③energy security：内なる安定供給（石油、LPガス）
１次エネルギー自給率20％（再生エネ、原子力）
分散型電源30％（コジェネ、再生エネ）

・基本計画（原発依存度低減、再生エネ最大限導入）との整合性
・2030年度の電源ミックスは、
経産省案では原子力20~22％、再生22～24％、LNG27％、
石炭26％、石油3％。本来は、原子力15％、再生30％、火力
40％、 コジェネ15％とすべき
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再生可能エネルギーと水素

・大幅拡充を前提に、技術的・制度的ネックを1つ1つ克服する
・再生可能エネルギーには二つのタイプがある
・タイプA：地熱・小水力・バイオマス
規制緩和（地熱、小水力）、温泉地との利害調整（地熱）、
物流コストの低減（バイオマス）

・タイプB：風力・太陽光
FIT（固定価格買取制度）後がむしろ重要
原発廃炉による余剰送電線の利用、
送電線を作る仕組み、
送電負荷を減らす仕込み

・ヨーロッパにおける「パワー・トゥ・ガス」
・送電線を不要にするエネルギー運搬手段としての水素（鹿島）
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省エネルギーと水素

・「第4の電源」として省エネによる節電の「見える化」
2030年の電源ミックスの前提に組み込む

・民生部門に重点をおく省エネ

住宅・建築物における省エネ

定置型燃料電池の活用による熱と電気の同時利用

・運輸部門に重点をおく省エネ

燃料電池車の可能性

電気自動車にも期待

・地球温暖化対策としても貢献度高い

・世界最高水準の省エネ技術は、

わが国産業のコア・コンピタンス
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化石燃料と水素

・海外の石炭火力でCO2を分離・貯蔵し（CCS）、水素で運ぶ
IGFC（石炭ガス化燃料電池複合発電）

・海外での石油/天然ガスの増進回収（EOR）とCCS&水素
天然ガスと水素の混焼による発電
ガス・パイプラインへの水素の混入

・コンビナートにおける水素活用

・原子力25GW減、石炭火力5GW増、LNG火力20GW増か
石炭火力15GW増強計画は過大
ガスパイプライン網拡充の可能性
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周南市の水素利活用の先進性

（1）大都市以外での水素利活用

（2）コンビナート副生水素の利活用

（3）フォークリフトでの水素利活用

（4）山口県全体への横展開
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水素社会実現への課題

（1）コスト
どのように量産のステージを迎えるか
副生水素の有効活用（周辺自治体との協力）
水素の「ゼロ・エミッション」と石炭の「安さ」を組み合わせる

（2）社会的受容性
東京電力・福島第一原発の「水素爆発」の影響
安全と安心の確保

（3）サプライチェーンの一斉立ち上げ
水素のインフラ面では諸外国に立ち遅れる日本
燃料電池車と水素ステーションの「花とミツバチ」問題

 

 


	0 シンポジウム概要集
	1 田村先生
	2 橘川先生

